
支給額、支給対象年齢について各種の前提をおいた児童手当給付額の機械的試算  

（支給対象年齢の児童に対する支給率をおおむね90％として試算）  

支  給   額  

第3子以降10，000円  一律2万円   一律3万円   

（現行）   

現行 第1子、第2子5，000円  3歳末弟児一律10，000円  一律1万円  
支  

1兆500億円  1兆5，400億円  3兆800億円  4兆6，200億円   

給   《＋4，900億円》  《＋2兆300億円》  《＋3兆5．700億円》  

対 象  
年   1兆2，700億円  1兆9，300億円  3兆8，500億円  5兆7，800億円   

中学校卒業まで          齢  《＋2，200億円》  《＋8，800億円》  《＋2兆8－000億円》  《＋4兆7，300億円》   

（参考一支給対象年齢の児童全員に支給した場合）  

支   （現行）   1兆1，600億円  1兆7，100億円  3兆4，200億円  5兆1，400億円   

給   

対 象  

年   1兆4，000億円  2兆1，500億円  4兆2，900億円  6兆4，400億円   
中学校卒業まで          齢   《＋3．500億円》  《十1兆1，000億円》  《＋3兆2，400億円》  《＋5兆3，900億円》   
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6－4．少子化対策に関する優先誹優性別／年代別  零書蓼  

■ 少子化対策（子育て支援）に関して優先的に対処すべき課暢を確認したところ、「育児休業や育児期の短時間勤務を取得しやすくする」（44％）、   
「仕事と子育ての両立を支えるサービスの嵐・賞の充実」（42†。）、「利用者ニーズに即応したサービスの提供」（4000）が多く挙げられており、仕事と子育  
ての両立を支雉するサービスの充実を求める人が多い様子。  

■ 性別でみると、多くの分野で女性の関心の高さが伺われるが、「出産・子育て時の一時金支給拡充」を俊先すべきと考える人は女性より男性が多い 
■ 20代、30代では「出産・子育て時の一時金支給拡充」「妊婦健診・出産や不妊治療への支援の拡大」を支持する割合が、他世代と比べると高い。  

少子化何十について【3つfで罰讐可）＜性別 年代別＞   
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（11／4第9回社会保障国民会議提出資料「社会保障制度に関する国民意識調査報告書」抜粋）  
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次世代育成支援のための新たな制度体系の設計に向けた基本的考え方（抜粋）  

（平成20年5月20日社会保障審議会少子化対策特別部会）  

4 財源・重用負担  

（1）社会全体による費用負担  

○ 次世代育成支援は、「現在の子育て家庭に対する福祉」としての側面のみならず、将来の我が国の担い手の育成を通じた社会経済の発   
展の礎（未来への投資）という側面や、仕事と子育ての両立支援としての側面を有し、我が国の重要な政策課題である。新制度体系にお   
いて必要な費用負担のあり方を考えるに際しては、次世代育成支援が、こうした側面を有することを踏まえ、1（3）に示す基本認識の下、   

べきものであることを踏まえ、   
・ ・個人が 国地方自治体・幸美主、それぞれの役割に応じどのように費用を負担していくか．さらに踏み込んだ議論が必要である。   

（2）地方財政への配慮  

○保育所をはじめ子育て支援サービスの主たる実施主体である市町村の厳しい財政事情に配慮し、新制度体系への地方負担について財   
源の確保を図るなどにより、サービス水準を維持・向上させていくことを検討する必要がある。  

○ その際、地域特性に応じた柔軟な取組を最大限尊重しつつ、不適切な地域差が生じないような仕組み を考える必要がある。  
○ 公立保育所の一般財源化による影響を踏まえた議論が必要である。  

（3）事菓主の費用負担  

○ 事業主の費用負担を考えるに際しては、次世代育成支援の現在の労働者の両立支援としての側面、将来の労働力の育成の   
の側面などを考慮するとともに、働き方と関連の漂いサービスなど．個別の給付・サービスの日的・性格も考慮すべきである。  

（4）利用者負担  

○ 利用者負担について、給付費に対する負担水準をどうするか、その設定方法をどうするか等は重要な課題であり、低所得層が安心Lて   
利用できる ようにすることに配慮しつつ．今後．具仕的な議論が必要である。   

（5）その他  

○ また、給付に対する社会全体（園・地方自治体・事業主・個人）の重層的負担、利用者負担に加え、多様な主体による寄付の促進方策に   
ついても検討すべきである。  

社会保障国民会議 最終報告（抜粋）  
（平成20年11月4日社会保障国民会議）  

3 中間報告後の議論  

（5）新たな制度体系構築に向けた基本的視点  

（多 国民負担についての合意形成  

少子化対策は社会保障制度全体の持続可能性の根幹にかかわる政策であり、その位置付けを明確にした上で、効果的な財源投入を行うこと  
が必要。   

国民の希望する結婚、出産・子育てを実現した場合の社会的コストの追加所要額は、昨年末、「子どもと家族を応援する日本」重点戦略会議  
報告において、1．5兆円～2．4兆円と推計されているところ。  

また、同試算には含まれていないが、施設整備やサービスの賃の維持・向上のためのコスト、社会的養護など特別な支援を必要とする子ども達  
に対するサービスの充実に要するコスト、さらには児童手当をはじめとする子育てに関する経済的支援の充実も、緊急性の高い保育をはじめとす  
るサービスの充実の優先の必要性にも留意しつつ併せて検討すべき。   

少子化対矧ま「未来への投資止して、軋地方公共匿睡L事糞主、国民が、それぞれの役割に応じ∴費用を負担していくよう、含意形成が必  

墓」   

4 社会保障の機能強化に向けて  

（中略）   

また、制度に基づく給付・サービス以外に、国のみならず、地方自治俵が様々な形で握供する朴会保障に関わる給付・サービス  
がある。地方分権、担域住民のニーズを踏まえた地域の実態に即したサービスの実施という観点からは、このような施策にかかる  
財源の確保をどのように考えていくかも大きな課題となる。   

言うまでもなく、私たちの社会保障を守り、将来世代に負担を付け回しすることなく、信頼できる制度として次の世代に引き継  
いでいくためには、現在の社会に生きている我々国民がみな、年齢にかかわらず能力に応じた応分の負担に応じなければならないく   

社会保障制度を将来にわたって持続可能なものとし、同時に必要な機能の強化を実現していくために、今回のシミュレーション  
の対象でない障害者福祉等を含め、ある べき給付・サービスの姿を元しし それを妻頚していくための改革の全体像を明らかにしな  
塑ら、必要な財源を妾雇的に確保してい〈ための改革に真剣に取り組むべき賠期が到来している。   

速やかに社会保庫に対する国・地方を通じた安定的財源確保のための改革の道筋を示し、国民の理解を得ながら具体的な取組に  
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（11／4 第9回社会保障国民会議 提出資料）  

社会保障の機能強化のための追加所要額（試算）  
（社会保障国民会議及び「子どもと家族を応援する日本」重点戦略に基づく整理）  

※下記の追加声片書戯に加云．慕盛年金に係る匿康1圭2割合の2分の1への引上げ分（消費税皐換暮1％程度（2（旧9年庫で23兆円））が必璽とな  

改革の方向性  2025年度  

（新たな施策）  必要額  
（公費ベース）   一ムノ   消費税率換井  l  

○税方式を前擢とする士一合  約15－31兆円   31／2－8％程度  

（⊃ネ土会保険方式を前提とする場合  

低年金・無年金書対策の強化  
・最低保障機能の強化  約2．9兆円   1％弱   

・基礎年金■の改警  
・受給権確尉こ係る槽1の強化  

（免齢の活用、厚生年金適用拡大、強制徴収） 等  
医療・介護の充実強化と効率化を同時に実施  
急性期医魔の充実儀化重点化在院日数の短縮化   

（スタッフの充実零）  
医療・介護  約14兆円  4％弱   

（地域色括ケア」訪問介護・訪間看護・訪問診療の充実等）  
在宅医療・介護の壌の整傭とサービスの充実  
〔グループホーム、小規捜多機能サービスの充実等） 等  

親の耽労と子どもの育成の両立を支える支援 （3歳末蔦児の保育サービスの利用率2〔l％・→38－44％）  

（学齢期（小1－3年生）の放課後児tクラブ利用率1g％－→80％）  
′（出産前後に希望どおりに縦横競業でき、書児休業を取得  1子の 約16－2．5兆円  04－06％程度  

（第出雇前後1線続就業率38％→55％））  
すべての子どもの健やかな育成の基盤となる地域の取組  

（望ましい受診回数（14匡l）を確保するための妊鵬診の支援の充実）琴  

O税方式を前提とする場合  約31－48兆円   8－12％程度  
合計  

o社会保険方式を前提とす  約1g～20兆円   5％程度   

社会保障の 機能強化に加え  9－13％程度  

基礎年金の  
国庫負担割合 引上げ分を加味   6％程度   

（注1）「社会保障国民会濾における桟討に資するために行う公的年金制度に蘭する定丘的なシミュレーション」、「社会保陣国民会議における捜討に賛するために行う医療一介護費用の   

シミュレーション（B2シナリオ）」嶋に基づく。練済机攫は「ケースⅡ－1（医療の伸びはケース①）」を用いた，  

（注2）少子化対策lこ係る追加費用については、「子どもと辛無音応欄する日本」1点職昭において示した次世代★成支捷の社会的コストの推断を墓に、現行の関連する制度の公費負担   

劃合を当てはめて手出した∴なお。ここには児童手当篭の繰濱的支捜の拡充に蓼する貴用は計上していない（  
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仕事と生活の調和の実現と希望する結婚や出産・子育ての実現を  

ービスの社会的なコストの推計   
児童・家族関連社会支出額（19年度推計）  

約4兆3，300億円  
（対GDP比0．83％ 欧州諸国では2－3％）  

推計追加所要額1．5－2．4兆円  
（Ⅰ約1兆800億円～2兆円 Ⅱ2．600億円 Ⅱ1，800億円）  

十 親の就労と子どもの育成の両立を支える支援  

関連社会支出額（19年度推計）約1兆3，100億円 ＋＞追加的に必要となる社会的コスト 十1兆800億円～2兆円  

○未就学児のいる就業希望の親を育児休業制度と保育制度で切れ目なく支援（特に3歳未満の時期）  
・第1子出産前後の継続就業率の上昇（現在38％→55％）に対応した育児休業取得の増加  

・0～3歳児の母の就業率の上昇（現在31％→56％）に対応した保育サービスの充実（3歳未満児のカバー率20％→38％、年間5日   

の病児・病後児保育利用）  

・スウェーデン並みに女性の就業率（80％）、保育（3歳未満児）のカバー率（44％）が上昇、育児休業や保育の給付水準を充実した   

場合も推計  

○学齢期の子を持つ就業希望の親を放課後児童クラブで支援   

t放課後児童クラブの利用率の上昇（現在小1～3年生の19．0％→60％）  

Ⅱ すべての子どもの健やかな育成を支える対個人給付・サービス  

関連社会支出額（19年度推計）約2兆5，700億円 ＋＞追加的に必要となる社会的コスト ＋2，600億円  

○働いているいないにかかわらず一定の一時預かりサービスの利用を支援  

・未就学児について月20時間（保育所利用家庭には月10時間）の一時預かり利用に対して助成  

Ⅲ すべての子どもの健やかな育成の基盤となる地域の取組  

関連社会支出額（19年度推計）約4，500億円  ＋＞ 追加的に必要となる社会的コスト 十1，800億円  

○地域の子育て基盤となる取組の面的な推進  

・望ましい受診回数（14回）を確保するための妊婦健診の支援の充実・全市町村で生後4か月までの全戸訪問が実施  

・全小学校区に面的に地域子育て支援拠点が整備・全小学校区で放課後子ども教室が実施（「放課後子どもプラン」）  
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※「仕事と生活の調和推進のための行動指針」において、取組が進んだ場合に達成される水準として設定される10年後   

の数値目標と整合をとって試算している。  

※これは、現行の給付・サービス単価（利用者負担分を含まない）をベースにした試算であり、質の向上、事業実施主体   

の運営モデル・採算ベース、保育所や幼稚園の保育料等利用者負担などの関係者の費用負担のあり方等については   
勘案していない。  

※児童虐待対応、社会的養護や障害児へのサービスなど、特別な支援を必要とする子どもたちに対するサービスの費   

用の変化に関しては、この推計には含まれていない。  

※これは、毎年ランニングコストとしで恒常的に必要となる額を推計したものであるが、これらのサービス提供のためには、   

この恒常的な費用のほかに、別途施設整備や人材育成等に関してのコストを要する。  

※現在の児童数、出生数をベースにした推計であり、この費用は児童数、出生数の増減により変化する。なお、3歳未満   

児数でみると、平成19年中位推計では現在と比べて10年後で8割弱、20年後で約3分の2の規模に減少するが、国民   
の結婚や出産に関する希望を反映した試算では10年後で95％、20年後でも93％の規模を維持する。  

※児童手当については、別途機械的に試算。  
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次世代育成支援に関する給付・サービスの章用構成  

○平成19年度児童・家族関係社会支出（予算ベースの推計値4兆3，300億円）に関して、国、地方公共田   

休、事業主（保険料事業主負担及び拠出金）、被保険者本人（保険料）に分けて、費用負担の状況を推   
計したもの。  



次世代育成支援に関する給付・サービス（児童・家族関係社会支出）の  

日 本   

2003年度（日本は2007年度予算ベース）  

スウェーデン  ドイツ  フランス  
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少子化対策の負担に関する国民意識①  

○ 少子化対策に関しては、年金・医療・介護に比べ、拡充のための負担増をやむを得ないと考える国民が多い。  

（：垂：）  
給付と■超の／くっンス  

少子化対策  

少子化対策（手書て支撞）の■世のあり方  ■負担t■らす  

ー世のt■加止やむ書冊ぢLl   

モの瞳  
■大■な■捜の■鳳㍍鴫馴帰しl   
わからりい  全腑2000）  

ンー給付水準塵保つために、ある捜丘の■担増加はやむを樽ない」と   
考える人が最も多く4】’。大別すると、■担増について較㌻け■〕竺）⊂・・i   
読‘∴lL■－となっている。  ■公が支捜すべさ敵  

相応の負担増lよやむを冊ない  宵多少の負担増はやむき樽なLl  

ロモの地   
給付と■担の／くランス  

ン「拡充を図るべきであり、そのために多少の負担増となることについては   
やむを得ない」と考える人が丑も多く42ヽ。  

ン少子化対策のための負刊封皆Ll「て、香淀tす三ノ、り、過半軒を起沃   

，‘1J七なっており、反対する人を25ポイント上回っている。  

■■停l■ご■▼  

員柑のt●山一Jやむを嶋ない  

モの輪  
■大■む■…加もやむモ岬毛れl   
わからちい  掴）  

ンl給付水準を保つために、ある程度の負担の坤加はやむを得ない」と   
考える人が最も多く41ヽ．，  

ン負担増に関して、大別すると、セi■∵牛ト＋わ戊㌣1十イ裾－＝．ている。∈  

“‾‾‾－‾ 
蔓  

旨 1き  

給付と▲担のバランス  

■■帽t▲らす  ■壌集ビぉりの■  
舶鴨を削い   ■珊醐 

迎  

′一線付水準を保つために、ある程度の負担の増加はやむを得ない」と  
考える人がtも多く37†ら。はいて「給付水準をある程度下げても、  

従来どおりの■担とすべき」と回答した人が30＼。  

ン負担増に関して、大別すると、毎∴一 ｝－、弟rf▲7 い七なっている。   

（11／4第9回社会保障国民会議提出資料「社会保障制度に関する国民意識調査報告書」抜粋）   
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少子化対策の負担に関する国民意識②  
○ 社会保障制度の中での少子化対策の緊急度については、若年世代に強く認識されているものの、  

すべての年代を通じては、緊急度を強く認識されているとはいえない。  

社会保障制度総論   
2－3．書榊廣闇の対策緊急鷹比較 年代劇  

■ 50代以下では、r年金制鹿」が緊急に取り組むべきものとして一書に挙げられている。   

■ 20代、30代の若年書では、「少子化対策」が「年金制度」に次いで対策が緊急に必要な分野と考えている。   

■ 「介護制度」「医療制度」については、年代が高くなるほど緊急に取り頼むべきと考える人が多くなる。  

■繁■にゃり組むべき分■－全1ホ（n＝2．【DO）  ‾「での分項手景▼、〟eh一対上′lノ：≡i憾去ノ≠ ）いTせ P22～を謂直上  

t用支鰻策 介I■M度 医療制度 少子化対策  年金制度  

■紬代（n三288）  

■叩代（n三和0〉  ■30代（n＝3引）  

■80代以上（n＝29）  ■ヰ0代く∩＝う08）  

■50代（n＝355）  

十－■■●十■■→■一・・・・・・・・・・・■■■■■●－・・・・・■l ■  
M  （11／ヰ第9回社会保障周民会譲捷出資料「社会保障制度に関する国民意識調査潮青書」最粋）  
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社会保険による次世代育成支援に関する主な議論   

○ 次世代育成支援関連の給付を、社会保険の対象とし、妊娠・出産・子育てを給付原因となる保険事故と  

する場合、以下のような議論（利点・課題等）がある。  

【社会保険による場合の利点尊】  

○ 社会全体、幅広い■の国民で費用を■担できる。  

○ 負担と給付の関係が見えやすく、給付の増大に対応  

した負担増について合憲が比較的紳やすい。  

○ 所得水準に応じたきめ細かい負担の投定が可能。  

○ 所得水準に応じた給付が可能。（¢×育児休業給付）  

【社会保険による場合の課題等】   

○ 出産・子育ては、親の選択・裁量によるものであり、  
いわゆる「保険事故」としてなじまないのではないか。   

○ 子を持つ意思のない者や、高齢者など、給付を  
受ける可能性がない又は低い青も多数存在し、  
そうした着から保険料として負担を求めることに妥当性  

や納得性があるかどうか。   

○ 我が国の社会保険制度は、負担を行わない者に対  

して、一定の給付制限を行うのが一般的であるが、  
次世代育成支援においては、親の未納に対して子に  

不利益が及ぶ点をどう考えるか。   

○ 保険料徴収に関する課題  

※「保険事故」‥・生活のための所得を減少もしくは喪失させる事故、またはその所得をもってしては賄いきれないような失費を発生させる事故であ  
り、その発生が保険給付を行う原因となるもの。その発生が偶然であること（発生の可能性は推察されるが、その発生の態様あるいは発生の時期  
について予測しえないものであることを必要とする。）。  
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社会保険以外の社会連帯による次世代育成支援の例  
－ フランスの全国家族手当金庫lこよる家族政策の展開 －  

○ フランスにおいては、次せ代育成支援に関する施策を「全国家族手当金庫」を中心に運営。   

○ その特色としては、  

（丑l圏・事業主・個人といった各主体の拠出により社会全体で着用を支えている  

②運営が、行政の一方的意思¶まなく、運営機関（「全国家族手当金庫」及び各県の「家族手当金庫」）との  
合意に基礎を置く「契約」により定められている  

③運営機関（「全国家族手当金庫」及び各県の「家族手当金庫」）には、事業主・被保険者（個人）等の関係者  

代表を構成員とする「理事会」が置かれ、意思決定・執行を行っている  

点が挙げられる。  

2．意思決定機構  
O「全国家族手当金庫」、各県の「家族手当金庫」のいずれにも、事業主・被保険者その他の関係者代表から構成される   

「理事会」が置かれ、「理事会」を最高意思決定機関・執行機関として運営。  

3．事業内容  
（1）法定給付  

○ 各県の「家族手当金庫」が法定給付を各家族に対し支給。（主なものは、乳幼児迎え入れ手当（休業中の所得保  

障・保育費用補助））   

（2）社会的事業  

○ 各県の「家族手当金庫」が自治体を通じ、各種保育施設の施設整備費、運営費に対する補助等を実施。  
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フランスの全国家族手当金庫による家族政策の涜れ  

「『子どもと家族を応援する日本』重点戦略」における  

次世代育成支援関連給付■サービスの体系的整理  

平成19年12月にとりまとめられた「『子どもと家族を応援する日本』重点戦略」においては、現行の次世代育成支援  

に関連する給付・サービスについて、それぞれの給付・サービスが担っている機能に着目し、以下のように整理。  

支援の内容（典型的なもの）  

片働き家庭  共働き家庭  
親
の
就
労
と
子
ど
も
の
 
 

育
成
を
支
え
る
支
援
 
 

（t用政策）育児休♯（給付）、短時  

W勤務制度等  

（福祉政策）保育 放課後児暮クラブ  

（
対
個
人
給
付
）
 
（
対
集
団
支
援
）
 
 

す
べ
て
の
子
育
て
家
庭
に
対
す
る
 
 

支
援
 
 

（現物給付）一時預かり（現金給付）出産・育児一時金 児童手当  

健診一全戸訪問  子育て支援拠点  放課後子ども教室  

（第5回基本戦略分科会（平成19年10月）資料より抜粋）  
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現状の主な次世代育成支援施策に関する費用負担と考え方  
制度区分・  

給付サービス名   
費用負担   現行の費用負担の考え方   

育児休業給付  ・雇用保険の保険事故（失業や失業に準ずる雇用継続が困難な  

状態）は、労働者及び享糞羊の双方の共同連帯により対処すべき  

事項であることから、労使折半により負担。  
・また、保険事故である失業が政府の経済・雇用政策とも無縁では  
左く、その責任の一端を担うべきであることから、一部を国産負担。  
（育児休業給付については、それに準じた取扱い）   

保育所   
／臨］  

（※憲法第25条の「健康で文化的な最低限度の  

生活」を保障するものとして制定）を維持するための費用の裏付けをすること  

により、帰室に対する公の香住を果たそうとするもの。  

・なお、公立保育所については、地方自治捷が自らその青任に基づいて設  、：」う店頭－′刷   足していることにかんがみ、平成16年度から一般財源化。   

児童手当   

l被用書（3膿末弟）ll織田彙rご箋■以上1【   

・児童の健全育成・資質向上を通じて、将来の労働力確偏につなが  
ることから、被用者に対する支給分について、圭蓋主もー定の負担。  

※ 上記の考え方を基本とした上で、平成12年・16年・18年の改正により支給対象とされた  
分（3歳以上）については、所得税の人的控除の見直し等により財源が賄われた催緯から、  
事業主の負担を求めていない。   

【所属庁10／10】 【国・県・市各1／3】   

児童育成事業   地域倖展の福祉に密接につながることにより、也去もー定の負担。   

現存及び将来の労働力確保 ／／／事   の観点から、圭蓋主もー定の負担。   
保育・一時預かり・地域子育て  ＼J   
支援拠点等）   

′∃ 【酎′2、市1′2】   次世代育成支揺対策推進法に基づく措青の推准の一環として、   
次世代育成支援対策交  ′  凰の負担による補助を行うもの。   
付金（延長保育・全戸訪問 事業・ファミリーサポートセン  

ターキ葉等）   

：氷1tエ上、郁】且 肝帯はl輝」と、巾P】呵ほl巾」と衣古亡 l   

′‾ヽ  ′ヽ  

□   誉l  ′、 彗l  警l  □   〉  く⊃  
盟 ⊂⊃   l  ′‾ヽ 警l  l   讐l  注I  ′‾ヽ 空l  警l  J■ 亡○  亡l⊃ 凹  l  絹                          ⊂⊃  

’ 
□  妄二二ご・‡  く▲⊃ （＝＝〉 ⊂＝〉  章二  ロ  （＝⊃ く▲⊃ ⊂＝〉 ⊂＝〉  □   ロ  二…  ⊂＝， q〇 ⊂＝〉  
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各制度の糞用負担の現状①  
一事業主負担の考え方－  

○ 医療・年金・介護等の各制度の考え方を見ると、おおむね①給付が直接・間接に事業主の利益につながる  
こと、②事業主の社会的責任等の観点から、事業主負担を求めている。  

制度   中腰1三負担の掛合の結締   明菜lミ軋拇の考え方   

披川音は健康保険に加人することに土牛∴阻陶工－士別鋲  
の不安が解消され、安心して働くことが川1経となり、その  
効架は暮11滑な恥能統凱こ勝一ノiする鵬iをイI－∴ また、被用苗  

政府曹邸  
制度発足咋 川“和2年．）亡け他桝tr の健康保持く一連やかな條病か11瑚阿裾が骨肋能事の牒闇潤  
鳩担割合 巨2）   をもたらサニととなり唯韮1三にヰ、利益が有メなどの考え方  

種廉保険  による雪。の、．その負担利和こついては、†ll基t放び労働甘  
が均等け．）負担を行うことにより、保椀避常をトtl滑公、l二に†J  
うことを倭国した外国の☆髄例の考え方を参考にl■■たこと  

等に上ろ   

制度発足時 川畑】2咋）・別更折■ト   榊lり労牡折半としている純分については政府曹餌健康保  
欄漉欄恰lノ3）   倹（政管）と川じ．ノなお、隠保組合のl！1iて的な逓営や躯葉  

組含曹準              以後変更なし、ただし、規約で定め  うミによる福利相当三の向1この鼠厳かL、規約に定める賜合（こ  
他東條険                  るところにより、解葵tの腋粧制合  ほ榔巌羊の負担凱含を増加ナることができることとしてい  

を咽カ‖させることが・け能。  つ′   

舷川甘は摩′巨iF無lニ加入十ることにより、老齢、糠街筍  
胴腔発址鴨 川挿IlT隼）ノ別吏桝1Ⅰ⊥  山小安せ側購＝′、女心して働くことが可能となり、そハ勃  

〔負抑制介 レ2）   某は 
悍t隼食  圭行舷用宮守．ヒヰ．に促倹料を肘司Lて負担することとされ、  

その他担測合（こついては、それぞれ2分l／）lずっとさh・た  
も出でオ）る 
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酵用保険のヰたる！拝某でぁる失業等給l引こ型り‾る酬Ilに  

・失華簡約イ・1‘に係る搬険料ヰ弓  ついては、保険粧放である失業が労儀者及び躯丑トの双方  
失果イ削矧剛腹発足l吋（附和22   吸盤岨並戯によって朴処す′、ミき躯項であるため、り一業トヒ  

隼）労使折！ト（鋸l用服†巨2）   被保険打とが折半して負担をしていろ。  

以後、変更なし  毛た、附肺弥姿ケして子i・われている棍川保険三月I巣に肇  

櫛用保険                      ・哺用保険1特製lニ係る保険料ヰ  する脾桐については．堀川上げ）確聞雌は．我がIj押）備州筒    食間Hや■針葉行動に鎚l対するところが多く、かつ脚馴企業  
嘱用保険制雁発足鶴1側㈲5∩   ′）弊ノ」によ一ノては解沢が困難なもゾ）であることか〔′、Ili紫  

隼）全棚！1一葉i三負担   l三の共同辿肺によ′jて対処することにより可i某tの社会的  

以後、変申／亡し   腋任の・搬を果たすとの考えノノから、邪某二lミのみり減損と  
していう   

制度発足時（昭和′17隼l  

・披川一郎こ対する給付山7′10  

・非掛川削こ対する締＝ト1た細公館亡l担  

昭和57隼改前略  呪潅－ト榊師乳性捜尭におけa盟鮎Jの経机触  
児硫f当  ・披川音に′）いて枯川給＝を創職  二之な紋旦、咽莱1．の正員削二密接に紡びりくl．♂）でふる  

乱世制令Hl什′川  ため、モ杵築－トにヰ．ノ托こう）の亀糾を求めていろ 

中正12年・・軌k16年改1＝咋  

・3歳以上の児廠に対する紆甘利こつき  

公館免租l－上り支給範囲を杜夫  

都2・甘披†矧険着り0歳以L二65鶴来溝  
山医環保険仙人甘）い升闇購険料点、・芳  

姐折半が原則く，ただし∴鯉麻保険料含明  比丘こと、老人医嫉か仁ノ介言斐保腕への移行によりゼ人  

介強保険     場合〝）矧焼酎け、鰯灘憮髄髄苅75築で1ヒ めとおり 
る、穐蛾仏と倹組合ごとに決める  

ニとが冊数  
その負担調和こ一〕いてIム第2与ヨ・紋付険者の介縄保険  

料Ii医糠付腕に1∴簗せで徴収きかており．1タ；増作険各  
法の規定に基づき聯足されることに上るレ   

【第11回「社会保障の在り方に関する懇談会」（平成17年7月26日）資料より抜粋】  
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各制度の責用負担の現状②  
一市町村に対する財政支援の状況－  

○ 市町村が主たる実施主体である各制度において、市町村の一般財源以外の財源（特定財源）による  

財政支援が行われている。  

制 度   市町村の一般財源以外の財源（特定財源）が占める割合   

保育所   私立‥・75％【市町村負担25％】 公立‥・0％【市町村負担100％】  

児童育成事業  
66％【市町村負担33％、事業主負担33％、都道府県負担33％】  

次世代育成支援対策交付金事業  50％【市町村負担50％、国庫負担50％】   

100％【市町村負担0％、保険料50％、国庫負担43％、都道府県負担7％】  

国民健康保険  （※医療給付費から前期高齢者交付金を除いた執こ占める割合の概観。詳細にみると、保険財政安定のため、国・都道府  
県・市町村はさらに公費負担を行っている。）   

87．5％【市町村負担12．5％、保険料50％、国庫負担25％、都道府県負担12．5％】  

介護保険  （※居宅給付費の場合。施設等給付兼の場合は、国庫負担が20％、都道府県負担が17．5％）   

75％【市町村負担25％、国庫負担50％、都道府県負担25％】   

障害者自立支援法  
（障害福祉サービス兼等）  
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次世代育成支援に関する利用者負担の現状  
（保育所の場合）   

○ 次世代育成支援に関する各サービスの利用者負担は、国の基準等を参考として、各市町村又は実施機関  
において定めるものとなっており、制度上、全国統一的に定まっているわけでない。   

○ 保育所について、国の基準等から推計した利用者負担額を見てみると、以下のとおり。  

【保育所】（1人当たり月額）  

年齢区分   費用総額   保護者負担額   公費負担額   利用者負担：公費負担   

0歳児   17．3万円   3．5万円   13．8万円   2：8   

1・2歳児   10．3万円   3．5万円   6．8万円   3：7   

3歳児   5万円   2．8万円   2．2万円   6：4   

4歳以上児   4．3万円   2．6万円   1．7万円   6：4   

【保育所】（総額）  

費用総額   保護者負担額   公費負担額   利用者負担：公費負担   

1兆7800億円   7600億円   1兆200億円   4：6   

※平成20年度保育所運営費負担金予算（案）額を基に算出  
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持続可能な社会保障構築とその安定財源確保に向けた  

「中期プログラム」  
（1）「社会保障国民会議最終報告」（2008年11月4日）などで指摘さ  

れる社会保障制度の諸問題や「中福祉」のほころびに適切に対応し、  

その機能強化と効率化を図ることにより、国民の安心につながる質  

の高い「中福祉」を実現する。   

（2）社会保障制度の財源（保険料負担、公費負担及び利用者負担）の  

うち、公費負担については、現在、その3分の1程度を将来世代へ  

のつけまわし（公債）に依存しながら賄っている。こうした現状を  

改め、必要な給付に見合った税負担を国民全体に広く薄く求めるこ  

とを通じて安定財源を確保することにより、堅固で持続可能な「中  

福祉・中負担」の社会保障制度を構築する。   

2．安心強化と財源確保の同時進行  

国民の安心強化と持続可能で質の高い「中福祉」の実現に向けて、   

年金、医療及び介護の社会保障給付や少子化対策について、基礎年金   

の最低保障機能の強化、医療・介護の体制の充実、子育て支援の給付・   

サービスの強化など機能強化と効率化を図る。このため、別添の工程   

表で示された改革の諸課題を軸に制度改正の時期も踏まえて検討を進   

め、確立・制度化に必要な費用について安定財源を確保した上で、段   

階的に内容の具体化を図る。   

3．安心と★任の′くランスの取れた財源確保   

（1）社会保障安定財源については、給付に見合った負担という視点及  

び国民が広く受益する社会保障の費用をあらゆる世代が広く公平に  

分かち合う観点から、消費税を主要な財源として確保する。これは   

税制抜本改革の一環として実現する。   

（2）この際、国・地方を通じた年金、医療、介護の社会保障給付及び   

少子化対策に要する公費負担の費用について、その全額を国・地方   

の安定財源によって賄うことを理想とし、目的とする。  

このため、2010年代半ばにおいては、基礎年金国庫負担割合の2   

分の1への引上げに要する費用をはじめ、上記2．に示した改革の   

確立・制度化及び基礎年金、老人医療、介護に係る社会保障給付に  

2  
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平成20年12月24日  

間 議 決 定  

Ⅰ．景気回復のための取組  

（1）世界経済の混乱から国民生活を守り、今年度を含む3年以内の景   

気回復を最優先で図る。このため、政府・与党においては、景気回復   

期間中に、減税措置及び定額給付金を税制抜本改革を前提に時限的   

に行うことを含め、当面、総額75兆円規模の景気対策（安心実現の   

ための緊急総合対策、生活対策及び生活防衛のための緊急対策）を   

着実に実施する。特に、景気後退の影響が大きい雇用、企業の資金   

繰り、生活者支援等の面で、様々な政策手段を適切に活用しながら、   

最大限の努力を傾注する。また、政府は日本銀行と一体となって適   

切な経済運営に万全を期す。  

（2）あわせて、世界の潮流変化を先取りした経済成長の実現に向け、   

日本の底力を最大限に発揮させる成長戦略を具体化し、推進する。  

1  

Ⅱ．国民の安心強化のための社会保陣安定財源の確保  

安心強化の3原則   

原則1．中福祉・中負担の社会を目指す。   

原則2．安心強化と財源確保の同時進行を行う。   

原則3．安心と責任のバランスの取れた安定財源の確保を図る。  

1．堅固で持続可能な「中福祉・中負担」の社会保障制度の構築  

急速に進む少子・高齢化の下で国民の安心を確かなものとするため、  

我が国の社会保障制度が直面する下記の2つの課題に同時に取り組み、  

堅固で持続可能な「中福祉・中負担」の社会保障制度を構築する。  
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関係を明示する。具体的には、消費税の全税収を確立・制度化した  

年金、医療及び介護の社会保障給付及び少子化対策の費用に充てる  

ことにより、消費税収はすべて国民に還元し、官の肥大化には使わ  

ない。  

2．税制抜本改革の基本的方向性  

社会保障の安定財源確保を始め、社会における様々な格差の是正、   

経済の成長力の強化、税制のグリーン化など我が国が直面する課題に   

整合的かつ計画的に対応するため、下記の基本的方向性により更に検   

討を進め、具体化を図る。  

（1）個人所得課税については、格差の是正や所得再分配機能の回復の  

観点から、各種控除や税率構造を見直す。最高税率や給与所得控除  

の上限の調整等により高所得者の税負担を引き上げるとともに、給  

付付き税額控除の検討を含む歳出面も合わせた総合的取組の中で子  

育て等に配慮して中低所得者世帯の負担の軽減を検討する。金融所  

得課税の一体化を更に推進する。   

（2）法人課税については、国際的整合性の確保及び国際競争力の強化  

の観点から、社会保険料を含む企業の実質的な負担に留意しつつ、  

課税ベースの拡大とともに、法人実効税率の引下げを検討する。   

（3）消費課税については、その負担が確実に国民に還元されることを  

明らかにする観点から、消費税の全額がいわゆる確立■制度化され  

た年金、医療及び介護の社会保障給付と少子化対策に充てられるこ  

とを予算・決算において明確化した上で、消費税の税率を検討する。  

その際、歳出面も合わせた視点に立って複数税率の検討等総合的な  

取組みを行うことにより低所得者の配慮について検討する。   

（4）自動車関係諸税については、税制の簡素化を図るとともに、厳し  

い財政事情、環境に与える影響等を踏まえっっ、税制の在り方及び  

暫定税率を含む税率の在り方を総合的に見直し、負担の軽減を検討  

する。   

（5）資産課税については、格差の固定化防止、老後扶養の社会化の進  

展への対処等の観点から、相続税の課税ベースや税率構造等を見直  

4  
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必要な公費負担の費用を、消費税を主要な財源として安定的に賄う  

ことにより、現世代の安心確保と将来世代への責任のバランスを取  

りながら、国・地方の安定財源の確保への第一歩とする。   

具体的には、上記の社会保障給付及び少子化対策に要する費用の  

状況や将来見通し、財政健全化の状況等を踏まえて、税制の抜本改  

革法案の提出時期までに、その実施方法と合わせて決定する）  

Ⅲ．税制抜本改革の全体像  

経済状況の好転後に実施する税制抜本改革の3原則   

原則1．多年度にわたる増減税を法律において一体的に決定し、そ  

れぞれの実施時期を明示しつつ、段階的に実行する。   

原則2．潜在成長率の発揮が見込まれる段階に達しているかなどを  

判断基準とし、予期せざる経済変動にも柔軟に対応できる  

仕組みとする。   

原則3，消費税収は、確立・制度化した社会保障の費用に充てるこ  

とにより、すべて国民に還元し、官の肥大化には使わない。  

1．税制抜本改革の道筋  

（1）基礎年金国庫負担割合の2分の1への引上げのための財源措置や  

年金、医療及び介護の社会保障給付や少子化対策に要する費用の見  

通しを踏まえつつ、今年度を含む3年以内の景気回復に向けた集中  

的な取組により経済状況を好転させることを前程に、消費税を含む  

税制抜本改革を2011年度より実施できるよう、必要な法制上の措置  

をあらかじめ講じ、2010年代半ばまでに段階的に行って持続可能な  

財政構造を確立する。なお、改革の実施に当たっては、景気回復過  

程の状況と国際経済の動向等を見極め、潜在成長率の発拝が見込ま  

れる段階に達しているかなどを判断基準とし、予期せざる経済変動  

にも柔軟に対応できる仕組みとする。  

（2）消費税収が充てられる社会保障の費用は、その他の予算とは厳密  

に区分経理し、予算・決算において消費税収と社会保障費用の対応  

3  
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し、負担の適正化を検討する。   

（6）納税者番号制度の導入の準備を含め、納税者の利便の向上と課税   

の適正化を図る。   

（7）地方税制については、地方分権の推進と、国・地方を通じた社会   

保障制度の安定財源確保の観点から、地方消費税の充実を検討する   

とともに、地方法人課税の在り方を見直すことにより、税源の偏在   

性が′トさく、税収が安定的な地方税体系の構築を進める。  

（8）低炭素化を促進する観点から、税制全体のグリーン化を推進する。  

保と並行して社会保障の機能強化を図るとともに、コスト縮減、給  

付の重点化等の効率化を進める。  

（非社会保障部門）  

非社会保障部門全体として、国民のニーズ等の変化を踏まえつつ、  

規模を拡大しないことを基本とし、効果的・効率的な公共サービス  

の提供を進める。  

Ⅴ．中期プログラムの準備と実行  

準備と実行に関する原則   

原則1，経済好転後の速やかな施行のために、税制抜本改革の実  

施時期に先立ち、制度的準備を整える。   

原則2．国民の理解を得ながら「中期プログラム」を確実に実行  

するため、税制抜本改革の道筋を立法上明らかにする。  

．今後の歳出改革の在り方  

歳出改革の原則   

原則1．税制抜本改革の実現のためには不断の行政改革の推進と無  

駄排除の徹底の継続を大前提とする。   

原則2，経済状況好転までの期間においては、財政規律を維持しつ  

つ、経済情勢を踏まえ、状況に応じて果断な対応を機動的  

かつ弾力的に行う。   

原則3．経済状況好転後においては、社会保障の安定財源確保を図  

る中、厳格な財政規律を確保していく。  

（1）経済好転後の税制抜本改革等の速やかな施行のために、その実施時   

期に先立ち、改革の内容の具体化を進めるとともに、法案その他の制   

度的準備を整える。政府においては、経済財政諮問会議や政府税制調   

査会などで行われる議論も踏まえつつ、関係省庁が連携してそのため   

の検討に着手する。   

（2）2009年度（平成21年度）の税制改正に関する法律の附則において、   

前記の税制抜本改革の道筋及び基本的方向性を立法上明らかにする。   

（3）基礎年金国庫負担割合の2分の1への引上げについては、2004年  

（平成16年）年金改正法に沿って、前記の税制抜本改革により所要の   

安定財源を確保した上で、恒久化する。2009年度及び2010年度の2   

年間は、臨時の財源を手当てすることにより、基礎年金国庫負担割合   

を2分の1とする。なお、Ⅲ．1．（1）における「予期せざる経済変動」   

に対応する場合には、それまでの間についても、臨時の財源を手当て   

することにより、基礎年金国庫負担割合を2分の1とする措置を講ず   

るものとする。  

（了）  

6  
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（1）経済状況が好転するまでの期間においては、景気回復と財政健全化   

の両立を図る観点から、財政規律を維持しつつ、経済情勢を踏まえて、   

状況に応じて果断な対応を機動的かつ弾力的に行う。   

（2）経済状況が好転した以降においては、社会保障の安定財源確保に向   

けて消費税を含む税制抜本改革を実行していく中、景気の後退により   

悪化した財政を建て直すべく、厳格な財政規律を確保していく。   

具体的には、国・地方を通じ、社会保障、非社会保障の各部門につ   

いて、以下の基本的方針の下にたゆまざる改革を実行することとする。  

（社会保障部門）  

・「中福祉」に見合ったサービス水準を確保するべく、安定財源の確  
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r社食保障国民会津中間報告」及び「同会  
議最終報告」にI8かれた姿を基に作成  社会保障の機能強化の工程表  

200g  2010   2011   2012   2013   2014  2015  （～2025）  

漬改 正、順 次 実施  

・低年金・無年金者対策の推進  
（保険料免除制度の見直し、受給資格期間の見直し、厚生年金秦用拡大、保険料追彿の弾力1い  

・在■老齢年金制度の見直し等（一 高鈴音の就労に配慮した検討・実線）  
・育児期間中の保険料免欄（一 他の少子化対策と歩調を合わせて桟討・実施）  など  

・救急・産科等の体制強化  

小規模多機能サービス充実による在宅  

等の施設機能の強化  

急性期医療の機 能強化  

医師等人材確保 対策  

介護従事者の確  
保と処遇改善  

仕手と子育ての  
両立を支える  
サービスの質と  
iの確保  

「生活対策J、「5つの安心プ  

ラン」に基づくサービス基盤  
整備（2008～10）  

新たな制度体系の創設  
をにらんだサービス基盤   
緊急整備  

給付・サービスの整備  

2015年の姿  
r安心子ども暮金」の設t  すべての家庭に  

対する子育て支  
援の強化  

・保書所整備に加え、保育サービス  

捷供手段の多様化（家庭的保育、小  
規襖保育等）、供給拡大  
・一時預かりの利用助成と普及  
・訪問支援事♯や地域子育て支援  
拠点の基盤整備  など  

○すべての子ども‥子育て雲底に必要な総付・サービスを保  
障   

・休業中一所得保障（出産前後の継続就業率55％）   

・働きに出る場合一保育サービス（3歳末満児保育利用  
率38－44％）（”ン1、1ウ＝イン▲キ〉  

一雨給付は統合又は遺択・併用可能に（シームレス化）   
・働いていない場合一月20時Ⅶ程度の一時預かりの利  

用を支援   
・学齢児一触課後児童クラブ（低学年利用率6（〕％）  

→r小1の璧」の解消  

「安心こども基金」による保育  
サービスの井中重点整備  
放課後児玉クラブの緊急整備  
妊婦腱珍公乗員担の拡充など  

子育て支援サー  
ビスを一元的に  
提供する新たな  
制度体系の構築  

新制度へのステップとなる制度  

∵児j‖■址月．次世代5主の改王  

育児・介捜休業法の見直し  

新たな制度体系の制度設計の検印  法制化  

社会保障番号・  
カードの導入  社会保障カード（仮称）の実現に向けた 環境整備（実証実験の実施等）  

171   →2011年度中を目途とした聖人  




